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2022年（令和４年）12月号

484

スマイミー静岡の改修状況のお知らせ！

独身者の持ち家購入のリスクと考えておきたいこと　他

［売買］買主が融資特約による解除通知をしたにもかかわらず売主に伝達しなかった媒介業者の責任
［賃貸］マンション管理規約により焼肉店営業を行えなかった借主の損害に係る賠償責任

戸建ての修繕（外壁､屋根､ベランダ）は計画的に　他

賃貸物件の火災保険のことなら、宅建ファミリー共済にお任せください！

藤枝市が宅地開発の規制緩和、分譲地価格手頃に　他

静岡県労働金庫

Ｗｅｂ研修　開催中、受講期間の残りは　約 10 日！

県盛土等規制条例改善検討ＰＴによる団体ヒアリングで意見交換

元祖　カピバラの露天風呂 （伊豆シャボテン公園：Ｒ4.11.19 ～Ｒ5.4.2）
写真提供：静岡県観光協会「スマイミー静岡」情報

Topics

取引紛争事例と解決

Topics

安心・簡単・便利

Topics

提携金融機関より

お好きな時間にお好きな場所で

県議会：自民改革会議

…4…4

…2…2

…8…8

…10…10

…16…16

…14…14

…19…19

…20…20

…21…21



2 宅建しずおか　第 484 号（2022. 12）



3宅建しずおか　第 484 号（2022. 12）



4 宅建しずおか　第 484 号（2022. 12）



5宅建しずおか　第 484 号（2022. 12）



6 宅建しずおか　第 484 号（2022. 12）



7宅建しずおか　第 484 号（2022. 12）



取引（売買）紛争の事例と解決　　　　　　　　　（東京地判：Ｒ03.10.22）

買主が融資特約による解除通知をしたにもかかわらず、売主に
伝達しなかった媒介業者の損害賠償責任が認められた事例

買主Ｘ（原告・飲食業）は、売主：Ａ（不動産管理業）と都内
所在の土地（本物件）に関して、売主側媒介業者：Ｙ（被告）、
買主側媒介業者：Ｂが介在する売買契約を令和 2 年 8 月 27 
日に締結した。
< 本契約の概要等 >
・売買代金：9000 万円
・手付金：450 万円
・融資特約事項：Ｘの融資の全部又は一部が否認された場 
合には、令和 2 年 9 月 19 日までであれば解除でき、ＡはＸ 
から受領した金員を返還する。

同年 9 月 28 日、ＸとＡは、Ｘが 9 月 30 日までにＡに対 
し、更に内金を 450 万円支払う一方、融資特約の契約解除 
日を 10 月 6 日までに変更することなどに合意し、9 月 28
日にＸは 450 万円の内金をＡに払った。

Ｘは同年10月5日、融資申込の金融機関より融資が否認 
されたため、変更後の融資特約に基づき、本契約を解除す 
ることなどが記載された「融資の解除に関する覚書（本件覚
書）」に記名押印し、Ｂへ交付した。買主側媒介業者Ｂは、
売主側媒介業者Ｙに対し、融資が否認されたこと、Ｂにお 
いて本物件の購入が可能かを検討している内容を記載し、
本件覚書のデータを添付したメールを送信した。

Ｙは、同年 10 月 10 日に初めて、売主Ａに対し、Ｘから 
同月 5 日に本件覚書を受領したという連絡をした。Ｙが、
Ａに本件意思表示の内容を伝達しなかったのは、Ａが本件 
融資特約の解除期日を延長したにもかかわらず、本契約が 
解除されることに納得しないと考えたため、Ｂが本物件を 
購入することを決めてから、Ａに伝えようとしていた。

Ｘは、同年 12 月 22 日、Ａに対し、内容証明郵便により、
本件手付金及び内金の返還を求めたが、Ａは、令和 3 年 1  
月 11 日、Ｘに対し、内容証明郵便により、Ｘから変更後の 
融資特約の解除期日である令和 2 年 10 月 6 日までに、融資 
特約に基づく本契約を解除するという連絡又は通知を受け
ていないとし、手付金及び内金を返還しない回答をした。

Ｘは、Ｙが融資特約の解除期日である令和 2 年 10 月 6  
日迄に、Ａに対して意思表示の内容を伝達しなかったため、 
本契約を解除することができず、Ｘには既払の手付金及び 
内金合計 900 万円の損害が生じたと主張して不法行為に基 
づく損害賠償請求権に基づき 900 万円の支払いを求めた。

裁判所は、買主Ｘの請求を全て認容した。

Ｙは宅建業者であり、本契約に売主媒介の立場で関与し 
たものであって、本契約の成立やその後の履行に密接に関 
与すべき立場にあったことが認められるところ、このよう 
なＹの立場に照らすと、Ｙは、売主であるＡのみならず、
買主であるＸに対しても、Ｘが売主媒介であるＹに対して 
本契約に関する意思表示をした場合、その内容を了知した 
ときには遅滞なくＡに対してその内容を伝達すべき信義則 
上の義務を負っていたというべきである。

しかるに、Ｙは、買主媒介であるＢから変更後の融資特 
約の契約解除期日以前にＸが意思表示をした旨の連絡を受 
けたにもかかわらず、Ａに対してその内容を伝達せず、あ 
えて秘匿したのであるから、信義則上の義務に違反したも 
のと認められる。

そして、Ｙは、独断で上記の行動をしたものであるから、
Ｙに上記信義則上の義務違反について故意が認められるこ
とも明らかである。

すると、Ｙが変更後の融資利用特約の契約解除期日以前 
に、売主Ａに意思表示の内容を伝達しなかったことは、買 
主Ｘに対する不法行為に当たるものと認められる。

Ｘは、Ｙが前記、信義則上の義務に違反して変更後の本 
件融資特約の契約解除期日以前にＡに本件意思表示の内容 
を伝達しなかった結果、本件融資利用特約に基づく解除が 
できず、Ａから手付金及び内金の返還を受けることができ 
なくなったと認められるから、Ｘには、Ｙの不法行為によ 
り、本件手付金及び内金各相当額である 900 万円の損害が 
生じたものとめられる。

以上により、Ｙは、Ｘに対し 900 万円の支払義務を負う。

買主は、本件とは別に売主に対して、本契約を解除する 
意思表示をしたにもかかわらず、売主が既払の手付金及び 
内金合計 900 万円を返還しないとして、不当利得返還請求 
権に基づき、900 万円の支払いを求める裁判を行っている 
が、買主の意思表示が媒介業者を介して売主へ到達したと 
は認められないとして、その請求は棄却されている。

意思表示の通知は、相手側に到達したときから効力が生 
じる（民法第 97 条 1 項）とされており、判例では「到達した 
とは、意思表示がその相手方にとって了知可能の状態に置 
かれたことを意味し、意思表示の受領権限を付与されてい 
たものによって受領されあるいは了知されることを要する 
のではない」（最一判昭 36・4・20 民集 15・4・774）等があ 
り参考にされたい。

�（一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨

ま 　 と 　 め
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マンション管理規約により焼肉店営業を行えなかった借主の損害
について、仲介業者・貸主に賠償責任が認められた事例

平成30年1月、本件マンションの1階店舗部分について、
焼肉店営業を目的とする借主Ｘ（原告）は、仲介業者Ｙ1（被
告）の仲介により、貸主Ｙ 3（被告・飲食業、不動産賃貸業経
営）との間で、賃料：月額38万円、共益費：月額 3万円余、
保証金：260万円などとする本件賃貸借契約を締結した。
なお、本件マンションの管理規約・使用細則には、「店
舗部分について、臭気を発生する業種又はおびただしい煙�
を発生する業種（例示の1つに焼肉店が挙げられている）等�
の営業の用に供してはならない、軽微な有臭以外の排気は、�
専有部分内で処理の上排気することに努力する、当該規定�
に抵触する恐れのある業種を営業しようとする場合は事前�
に本件管理組合に届け出、承認を得る必要がある」等の規�
定が定められていたが、本件賃貸借契約の締結の際におい�
て、その内容がＸに説明されることはなかった。
同年3月、Ｘが本件建物で内装工事を始めたところ、本�
件マンションの管理組合から、管理規約及び使用細則によ�
り、焼肉店営業は認められないこと、内装工事を即刻中止�
して管理組合と協議を行うようにとの通知を受けた。
Ｘは、Ｙらと連絡をとり、管理組合宛の申請書を作成し�
て、排煙等に関して設備を整え、煙等の配慮をした上で準�
備をすることの申し出をしたが、管理組合の代理人弁護士�
との面談や、管理組合が裁判所にＸの工事続行禁止の仮処�
分を申し立てたことなどから、本件建物での焼肉店営業が�
事実上不可能であると判断し、同年4月 25日、Ｙ 3の債務�
不履行を理由に本件賃貸借契約を解除して、翌5月17日に�
本件建物をＹ 3に明け渡した。
その後Ｘは、仲介業者Ｙ1及びその代表者Ｙ2（宅地建物�
取引士）、貸主Ｙ 3に対して「Ｘに焼肉店営業ができると誤�
信させて本件賃貸借契約を締結させた不法行為がある、本�
件建物でＸ目的の焼肉店営業ができないことの告知・説明�
をせず本件賃貸借契約の締結に及んだ不法行為がある」な�
どとして、内装工事費用や原状回復費用、逸失利益等、計�
1877万円余の損害賠償を求める訴訟を提起した。

裁判所は、借主Ｘの請求を一部認容した。
（1）説明義務違反について
本件管理規約等によれば、本件建物において、Ｘが想定�
していた一般的な設備の焼肉店を出店することは、原則と�
して禁止されており、焼肉店の出店は認められない可能性�

が高いものといえる。
また、Ｙ 2、Ｙ 3は、Ｘが焼肉店出店目的であったこと、�

本件規約等の具体的な内容を知っていたかは定かでない�
が、隣接建物において焼鳥屋出店の話があった時に、煙が�
多く出るとして認められなかったことを認識していたもの�
であるから、焼鳥屋と同様に多くの煙が出ることが想定さ�
れる焼肉店を本件建物に出店しようとした場合、煙の点が�
問題となって出店できない可能性が高いことを認識してい�
たものといえる。
宅地建物取引士であるＹ2は、本件規約等を踏まえると、�
本件建物において焼肉屋を出店することが、臭気や煙の点�
から認められない可能性が高いという、Ｘにとって極めて�
重要な情報を、Ｙ 1の代表者兼本件の担当者として、Ｘに�
説明しなかったものであり、これによりＸは、本件建物に�
焼肉店を出店することは十分可能との認識の下、本件賃貸�
借契約を締結したものであるから、Ｙ 2には説明義務違反�
があり、法人としてのＹ 1についても不動産仲介業者とし�
て説明義務を尽くさなかったものとして、不法行為責任を�
負うものというべきである。
本件建物の貸主であるＹ3は、不動産賃貸取引の専門家�
であるとは認められないから、Ｙ1ないしＹ2に課されるよ�
うな、高度の注意義務を負うものではない。
しかし、Ｙ3は所有する隣接建物において焼鳥屋の出店�
が認められず業態を変更して出店したことがあり、本件マ�
ンションにおいては多くの煙が出る業態の飲食店が許容さ�
れない可能性が高いことを認識していたことなどから、本�
件賃貸借契約の締結に当たっては、多くの煙が出る業態で�
ある焼肉店の出店が認められない可能性が高いことを、自�
らあるいは仲介業者を介してＸに説明する義務を負ってい�
たものであり、貸主Ｙ3は、本件賃貸借契約の締結段階に�
おける信義則上の説明義務に違反し不法行為責任を負うと�
いうべきである。

（2）不法行為による損害について
Ｘの請求のうち、Ｙ 1への仲介手数料 41万円余、3・4
月分の計90万円余の賃料、Ｘが請求する内装工事費の一部�
570万円余及び原状回復費用84万円余、弁護士費用相当額�
70万円、計 855万円余について、Ｙらの不法行為と相互因�
果関係のある損害と認められることからその範囲において�
Ｘの請求を認容する。

�（一財）不動産適正取引推進機構発行『RETIO』より抜粋

事 案 の 概 要

判 決 の 要 旨

取引（賃貸）紛争の事例と解決　　　　　　　　　（東京地判：Ｒ03.8.25）
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2022年10月　本部活動概要

月　日 場　所 会　　議・事 業 等 内　容　等
10月３日 浜松・静岡 試験運営説明会（クラウンパレス浜松・グランシップ）
４日 本　部 第２回 会務運営協議会
５日 島田・藤枝 学校訪問、試験運営説明会（島田商業高校）
６日 静　岡 取引士法定講習 （受講者61名）
８日 熱海・島田 空き家ワンストップ相談会
11日 本　部 第５回 理事会（Web）

　４委員会・特別委員会の協議結果　他
〃　 〃 月例法律相談 （来館相談４件）
12日 東　京 不動産公正取引協議会 通常総会
13日 静　岡 県盛土条例に対する団体ヒアリング
16日 県　内 宅地建物取引士資格試験
20日 本　部 ハトサポに係る研修会（Web）
〃　 〃　 サポートセンター 中間監査
21日 本　部 初級実務研修会 （受講者33名）
〃　 〃 支部機能移転検討特別委員会に係る事前打合せ
24日 本　部 月例法律相談 （来館相談５件）
〃　 名古屋 中部圏流通機構 企画事業委員会
25日 沼　津 取引士法定講習 （受講者54名）
28日 名古屋 中部圏流通機構 法務指導委員会
29日 静　岡 くらしの無料合同相談会 （県専門事業者団体連絡協 主催）
31日 静　岡 県不動産鑑定士協会との定例打合せ会

平日毎日 本　部 定例相談（受付総数） （来館相談13件、電話相談272件）
Webシステムによる取引士法定講習（10月分）　令和４年10月より開始 （受講者４名）
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農地転用について（静岡県からの周知依頼　２０２２.１０.31付け文書）

2022年₆月25日〜₉月30日の新入会者・退会者　第₅回理事会（2022年10月11日）で承認

●新入会者

商号又は名称 代表者 専任取引士 〒 事務所住所 ＴＥＬ 会員区分 免許番号 支部

一建設㈱　三島営業所 神谷　哲生 神谷　哲生 411-0943 駿東郡長泉町下土狩478-1グランチェルト・K 1F 055-980-5614 準会員 国土交通大臣
（10）03284 東 部

エレガンスホーム㈱ 眞野かおる 眞野かおる 410-0055 沼津市高島本町16-8 055-929-7150 正会員 静岡県知事
（1）014616 東 部

㈱悠翔 内田　克彦 内田　克彦 410-0054 沼津市北高島町4-36 055-922-9903 正会員 静岡県知事
（1）014630 東 部

㈱駿河事務所 三澤　五朗 三澤　五朗 412-0045 御殿場市川島田329-4 菊水第二ビル1階 0550-83-8683 正会員 静岡県知事
（1）014610 東 部

ＣＯＬＯＲＳ　ＢＵＩＬＤ㈱ 磯貝　隆一 彦坂　　貢 418-0034 富士宮市黒田310 0544-22-0255 正会員 静岡県知事
（1）014626 東 部

㈱鈴木組 鈴木　統太 鈴木加耶子 418-0022 富士宮市小泉362-6 0544-23-2245 正会員 静岡県知事
（1）014618 東 部

㈱エス・エス・シー 石井　太郎 石井　太郎 420-0837 静岡市葵区日出町1-2TOKAI日出町ビル4F 054-270-6515 正会員 静岡県知事
（1）014595 中 部

東京観光㈱ 笹原　一人 笹原　秀元 422-8063 静岡市駿河区馬渕3-2-22 054-284-8484 正会員 静岡県知事
（1）014593 中 部

トヨタホーム東海㈱　静岡店 森藤　真史 森藤　真史 421-0114 静岡市駿河区桃園町1-1 054-268-0777 準会員 静岡県知事
（1）014547 中 部

㈱ベルエキップ・プラス 小川　陽子 小川　陽子 420-0035 静岡市葵区七間町19-1人宿町離宮B号3階 054-908-8476 正会員 静岡県知事
（1）014606 中 部

トヨタホーム東海㈱　藤枝店 大石　智和 大石　智和 426-0015 藤枝市五十海3-12-2 054-647-4512 準会員 静岡県知事
（1）014547 中 部

八木建築工業㈱ 八木　　威 八木　　威 421-0211 焼津市吉永554-2 054-631-5228 正会員 静岡県知事
（1）014589 中 部

わくわく開発㈱ 村松　史也 村松　美穂 425-0041 焼津市石津803-3 サンハイツ協和302 054-624-1515 正会員 静岡県知事
（1）014594 中 部

㈱ｉＮＣ 田丸　裕史 田丸　裕史 437-0215 周智郡森町森1789-36 0538-85-6002 正会員 静岡県知事
（1）014601 西 部

島田掛川パートナーズ㈱　掛川支社 関村　信也 関村　信也 436-0028 掛川市亀の甲2-203 0537-25-7211 準会員 静岡県知事
（1）014492 西 部

トダホームサービス㈱ 島崎　直美 鈴木　　武 436-0038 掛川市領家1250-1 0537-26-9111 正会員 静岡県知事
（1）014619 西 部

㈱ヤマダホームズ　静岡支店 竹村　輝男 鈴木　順子 436-0034 掛川市梅橋323-1 0537-62-1366 準会員 国土交通大臣
（15）00382 西 部

㈱旭ビジョン 鈴木　義雄 鈴木　規仁 430-0917 浜松市中区常盤町141-14 053-458-1355 正会員 静岡県知事
（1）014608 西 部

㈱Ｎ＆Ｕ 内山　康史 内山　康史 433-8121 浜松市中区萩丘4-13-5 053-568-2216 正会員 静岡県知事
（1）014599 西 部

㈲エムツー 倉橋　俊光 倉橋　俊光 430-0949 浜松市中区尾張町124-6 053-525-9710 正会員 静岡県知事
（1）014605 西 部

㈱共和不動産センター 鈴木　崇朗 澤木　　望 434-0037 浜松市浜北区沼317-1 グラード103 053-581-7730 正会員 静岡県知事
（1）014628 西 部

㈱グッド不動産売買 市川　高政 市川　高政 432-8002 浜松市中区富塚町1709-1 053-488-9440 正会員 静岡県知事
（1）014625 西 部

コイケ総建㈱ 小池　　寛 丹羽　俊介 435-0051 浜松市東区市野町1229-2 053-422-3003 正会員 静岡県知事
（1）014600 西 部

ジーティーシー 髙品　源一 髙品　源一 432-8052 浜松市南区東若林町226 053-477-5900 正会員 静岡県知事
（1）014620 西 部

トヨタホーム東海㈱ 横田　純夫 高木　保典 435-0044 浜松市東区西塚町303-7 053-464-2776 正会員 静岡県知事
（1）014547 西 部

トヨタホーム東海㈱　湖西店 加藤　陽介 加藤　陽介 431-0424 湖西市新所原3-7-52 053-573-3050 準会員 静岡県知事
（1）014547 西 部

㈱ユアエステート 久角　　侑 久角　　侑 430-0907 浜松市中区高林5-1-22 053-488-7227 正会員 静岡県知事
（1）014609 西 部

ＬＩＶＥ　ＳＴＯＲＹ 竹田　明文 竹田　明文 431-1402 浜松市北区三ヶ日町都筑49-6 053-526-0143 正会員 静岡県知事
（1）014613 西 部

㈱リプラス　浜松事務所 安藤　義順 安藤　義順 433-8118 浜松市中区高丘西3-25-31 内田ビル2B 053-489-8171 準会員 国土交通大臣
（1）010232 西 部
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お詫び（会員名簿：訂正のお願い）

●退 会 者

支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者 支部 退　会　者

東 部

㈲ハクホウ

中 部

総合行政事務所

西 部

㈱エス・テック

西 部

高丘土地

サングリーン開発㈱ ハンドシステム㈲ ㈱エム・オー・ラボ タンソー冷熱㈲

㈱モア住研 ㈲ランド・ハウス伊伝 ㈱大場不動産 ㈲千草不動産

エレガンスホーム㈱ 若葉不動産 松本綜合事務所 ㈲中部不動産

オフィスウィル ㈲あおば住宅 ㈱池谷 ハルミ不動産

ＹＳプランニング 不動産総合センタ－ ㈱エコハウス ㈱フィッシャーズ・エステート
浜松支店

㈲住愼 ㈱まつうら不動産 ㈱Ｍ’ｓコーポレーション フジクリエイション㈱　
Ｓｍｉｆｅ浜北店

オリエンタル不動産 ㈱ユア・ハウス ㈲エムズトラスト

不二軽窓販売㈱　不二さん不動産 西 部 渥美事務所 ㈲佐藤守之事務所

以上、新入会者29名、退会者34名、2022年₉月30日現在の会員数は、2,652名

2022年₉月　宅建ローン等の実績　（9/1〜9/30）
提携金融機関 項目＼取扱支部等 東部支部 中部支部 西部支部 サポートセンター 計

県 労 働 金 庫 融資実行 件数 53 44 72 ― 169件
金額 56億5,981万円（土地₃、新築戸建135、中古戸建25、中古マンション₆）

しずおか焼津 
信 用 金 庫 融資実行 件数 0 9 0 ― 9件

金額 3億4,080万円（土地₁、 土地購入新築₂、 新築戸建₁、 中古戸建₁、 新築マンション₄）

全宅住宅ローン 融資実行 件数 0 0 3 0 3件
金額 6,083万円（新築戸建₂、 中古戸建₁）
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